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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 千円 3,075,830 3,705,936 4,155,969 7,210,887 7,057,686 

経常利益 〃 388,830 520,532 572,094 913,678 834,302 

中間（当期）純利益 〃 222,386 309,604 338,123 533,203 494,056 

純資産額 〃 8,335,436 8,781,202 9,158,536 8,648,594 8,919,390 

総資産額 〃 9,493,761 9,967,116 10,412,730 10,019,315 10,196,994 

１株当たり純資産額 円 1,736.77 1,829.82 1,908.45 1,800.21 1,858.61 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
〃 46.33 64.51 70.46 109.29 102.95 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 87.8 88.1 88.0 86.3 87.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
千円 417,829 △243,133 △10,256 886,438 385,111 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
〃 △316,399 △134,189 47 △879,991 △551,713 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
〃 △144,265 △168,115 △96,556 △144,396 △216,067 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
〃 1,006,362 366,830 422,703 912,246 529,609 

従業員数 

［外、平均パートタイマー

数］ 

人 
228 

[80] 

227 

[80] 

228 

[70] 

223 

[87] 

224 

[92] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第26期の１株当たり年間配当額35円には、創立25周年記念配当5円が含まれております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 千円 2,867,050 3,485,511 3,861,467 6,765,420 6,550,292 

経常利益 〃 367,169 506,398 539,714 868,711 787,447 

中間（当期）純利益 〃 212,135 300,234 320,385 524,186 466,109 

資本金 〃 1,478,000 1,478,000 1,478,000 1,478,000 1,478,000 

発行済株式総数 千株 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 

純資産額 千円 8,330,441 8,768,071 9,109,088 8,644,832 8,887,680 

総資産額 〃 9,400,455 9,858,068 10,271,474 9,898,429 10,065,185 

１株当たり純資産額 円 1,735.73 1,827.08 1,898.14 1,799.42 1,852.01 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
〃 44.20 62.56 66.76 107.41 97.13 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
〃 － － － － － 

１株当たり配当額 〃 － 10.00 10.00 35.00 30.00 

自己資本比率 ％ 88.6 88.9 88.7 87.3 88.3 

従業員数 

［外、平均パートタイマー

数］ 

人 
209 

[78] 

206 

[78] 

206 

[68] 

205 

[85] 

202 

[90] 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、パートタイマー数は、当中間連結会計期間の平均人員を［ ］外数で記載して

おります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、パートタイマー数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

化学品事業 160 [56] 

火工品事業 29 [6] 

機器類事業 19 [6] 

全社（共通） 20 [2] 

合計 228 [70] 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 206 [68] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、堅調に推移する企業業績に牽引された設備投資の増加や雇用情勢の活況な

ど堅実な基調を辿っております。一方、中国経済の過熱に伴う原料価格の高騰や原油価格の高止まり、金利上昇・

消費税引き上げ懸念等企業活動に影響を与える状況も顕在化しております。 

当社グループの当連結会計年度の業績予想は、前連結会計年度に比べて増収減益となる見込みでありますが、当

中間連結会計期間は例年にも増して受注品の出荷が集中したこともあり増収増益となりました。この結果、売上高

は、前年同期比12.1％増の4,155百万円となりました。利益面につきましては、引き続き生産効率の向上とコスト

ダウンによる生産原価の低減に努めましたが原材料価格の高騰を吸収しきれず、売上総利益率は前中間連結会計期

間に比べて2.1％悪化しました。しかしながら売上総利益は増収効果を受けて前年同期比5.0％増の1,274百万円と

なりました。 

  販売費及び一般管理費は新規導入の基幹系業務統合システム経費等により前年同期比2.4％増の718百万円となり

ました。 

  以上の結果、当中間連結会計期間の営業利益は556百万円（前年同期比8.5％増）、経常利益は572百万円（前年

同期比9.9％増）、中間純利益は338百万円（前年同期比9.2％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

①化学品事業 

 ケミカルインジケータでは、温度管理用示温材は大口顧客である電力会社向けで引き続き競合による価格下落を

余儀なくされ、更に食品分野向け需要も予定通り伸長せず前年同期比でわずかに減収となりました。医療用滅菌資

材の滅菌カードは国内病院向けが順調に伸長し、新たにOEM商品も受注した他、ヨーロッパ向けも順調に推移して

増収となりました。滅菌バッグは、今年度に入り医療費抑制を目的とした医療報酬改定の影響を受け引き続き販売

価格は低下しておりますが、前年度市場投入した新製品による新規顧客の獲得もあり増収となりました。 

 建設資材では、トンネル掘削用補助資材は西日本の需要が急拡大して大幅増収となりましたが、無機系固着材は

鉄道関係の耐震補強工事が一巡した影響から減収となりました。又電設用小型油圧工具類は建設業界の活況による

需要の増加と電力向けの追加一時需要等が重なり増収となりました。 

 化工材では、燻煙剤用点火具は客先の生産計画の変更により一部が第３四半期以降への出荷となり減収となりま

したが、防犯用インク噴射器が好調に推移し、更に焼尽材の出荷が中間連結会計期間へ集中したことにより増収と

なりました。 

 この結果、化学品事業の売上高は3,305百万円（前年同期比14.2％増）となりました。 

②火工品事業 

 9月に打ち上げられました月周回衛星「かぐや」にも搭載されていました観測用火工品、また新製品受注のあ

りました防衛用火工品は、出荷が中間連結会計期間へ集中したこともあり火工品事業の売上高は574百万円（前

年同期比27.3％増）となりました。 

③機器類事業 

 電設器材は送電線での使用品である地絡点表示器の定期交換需要及び今夏期の雷発生の多発による補修交換に

加え新製品の架空地線損傷表示器の納入もあり増収となりました。海洋機器は今年度成立した海洋基本法に沿っ

た営業活動を推進中ですが大型プロジェクトの端境期の影響を受け大幅な減収となりました。この結果、機器類

事業の売上高は276百万円（前年同期比23.4％減）となりました。 

上記金額には、消費税等は含まれておりません。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は422百万円で、前

連結会計年度末より106百万円減少いたしました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動による支出は10百万円で、前中間連結会計期間より232百万円減少しまし

た。 

これは税金等調整前当期純利益が前中間連結会計期間より43百万円増加し569百万円となり、たな卸資産の減少

により530百万円の資金獲得になりましたが、売掛債権の増加により920百万円、買入債務の減少により66百万円、

法人税等の支払いにより102百万円等の資金支出があったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金獲得は若干の資金獲得となりました。（前中間連結会計期間は

134百万円の資金支出。） 

これは、固定資産の取得による資金支出は105百万円で、貸付による支出額は1,100百万円ありましたが、貸付金

の回収による資金獲得が1,205百万円となったためです。なお、貸付金の支出および回収の主な内容は、親会社の

運営するキャッシュ・プーリング・システムへの余剰資金の貸付と引出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金支出は96百万円で前中間連結会計期間より、71百万円減少しま

した。 

この支出の主たるものは、配当金の支払いによるもので、支出が減少した要因は、前連結会計年度で中間配当を

行ったことにより、期末配当金の当期支出額が減少したためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、化学品、火工品、機器類の製造及び販売を行っております。 

 主要製品の内容は、次のとおりであります。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）製品仕入実績 

 当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

区分 主要品目 用途 

化学品 

温度管理用示温材 
電力会社や工場の受変電設備・機械設備の発熱箇所の点検用として温度を色変化によっ

て検知する示温材等。 

医療滅菌用資材 病院で使用される医療器具などの滅菌処理時に使用する滅菌用品等。 

建設資材 

トンネル掘削時の補助工法として使用される岩盤固結剤、岩石やコンクリート構造物の

破砕に使用される静的破砕剤、ロックボルト用固着剤、テイカウエルド工法による溶接

剤等。 

化工材 
自己燃焼性に優れた焼尽材や、ガス発生剤を燃焼させ、そのガス圧を浮力または推力と

して利用する固体式ガス発生器等。 

火工品 ロケット用火工品 
宇宙、防衛用ロケットモータの点火用としてのイグナイターや、ロケット分離用、人工

衛星アンテナ展開用駆動具等。 

機器類 

電設器材 
送電線や鉄塔への落雷故障や鳥獣などが接触して起きる地絡故障を瞬時に表示する器材

等。 

海洋機器 海洋観測、資源探査、海底地質調査、環境調査などに使用される観測・計測機器等。 

その他 電気電子通信機器及びその周辺機器等。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 1,631,871 123.6 

火工品事業（千円） 626,977 151.8 

機器類事業（千円） 254,351 79.0 

合計（千円） 2,513,200 122.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 1,084,898 127.0 

機器類事業（千円） 26,225 74.2 

合計（千円） 1,111,124 124.9 



(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

２．日油株式会社は、当社の親会社であり、化工材、ロケット用火工品等を販売しております。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

化学品事業 507,072 128.8 691,510 122.5 

火工品事業 118,122 63.7 227,509 96.3 

機器類事業 71,607 20.1 225,751 60.2 

合計 696,802 74.5 1,144,770 97.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 3,305,423 114.2 

火工品事業（千円） 574,029 127.3 

機器類事業（千円） 276,517 76.6 

合計（千円） 4,155,969 112.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

日油株式会社 750,469 21.5 940,874 22.6 

株式会社小松製作所 426,710 12.2 536,754 12.9 

株式会社ケー・エフ・シー 368,699 10.6 438,076 10.5 



５【研究開発活動】 

当社グループは「海洋から宇宙まで」、国内外の顧客ニーズを的確に先取りし、社会の要求に応えるよう、新製品

開発に注力しております。 

当中間連結会計期間の主な研究開発活動は以下のとおりであります。 

①化学品事業 

 温度管理用示温材分野では、環境適応型の示温材として、サーモクレヨンの代替製品を開発し、今年度からの発

売（12月予定）に向け、準備を進めております。同じく、環境適応型の示温顔料に関する開発は、6月にスロバキ

アで開催された国際学会に参加し、研究成果を発表いたしました。引き続き、国立大学との共同開発として進めて

おります。新規分野の開拓として取り組みました半導体製造工程での温度管理材も技術的目処が立ち、今年度中に

製品化する見込みであります。また食品関連市場におきましても、飲料缶等に使用する賞味期限確認用インキの需

要が高まり、更にシェア拡大に向けた性能向上に取り組んでおります。 

  医療用滅菌資材分野では、当社のケミカルインジケータとしての品質、性能が評価され、他社からのOEM依頼に

対応いたしました。又、放射線関連市場では、インジケータを用いた臨床実験データの蓄積が進み、有効性につい

ての期待が高まりつつあります。海外展開を視野に入れた保存性の高い新規変色物質の合成につきましても、昨年

度に引き続き公立大学との共同研究を進めております。 

  建設資材分野では、トンネル掘削用補助資材で、現行品よりも低価格・高浸透性の注入材（高浸透レジン）の開

発、トンネルを止水構造とする新しい工法に対処したウレタン止水材の開発において、ラボベースでの成果が見え

てまいりました。また、在来建築物に対する耐震補強工法や、違反建築物に対する耐震対策工法において使用され

る、あと施工アンカー工法での接着剤に、特殊セメントモルタルを用いた無機系カプセル型接着剤を提案し、環境

性・安全性に配慮した製品の開発・性能向上を行っております。 

②火工品事業 

 火工品分野では、超小型軽量人工衛星の姿勢制御・推進用のマイクロスラスターについては、レーザー式マイク

ロスラスターがＨ２０年度夏季打上げ予定のＨ－ⅡＡに相乗りする小型副衛星に採用になりました。ＭＥＭＳ式マ

イクロスラスターにつきましては、９月に国際学会（ＩＳＩＣＰ）で発表を行いました。新方式のロケット分離装

置の開発を継続中であります。さらに、ロケット用点火装置として安全解除装置付点火装置の開発を継続中であり

ます。 

③機器類事業 

 電設器材分野では、これまで開発を進めて参りました電線損傷表示器の製品開発が完了し、試行導入という段階

に至りました。試行導入期間が終了後、本格導入となる計画になっております。地絡検出の製品におきましては、

従来製品では検出不可能でありました変電所引込鉄塔用GFや分岐側地絡故障表示器の試作機が、現地での動作検証

から良好な結果が得られたため、製品化に向けての開発に取り組んでおります。また、保守監視システム、航空障

害灯不点検出通報装置は製品化への目処が立ちましたので、耐候性能の評価試験及び試行導入としてのフィールド

試験が予定されており、来年度以降の上市に向けて開発を進めてまいります。 

海洋機器分野では、東南海地震の想定震源域にあたる紀伊半島沖に「海底地震・津波観測ネットワークシステム」

を構築するプロジェクトが、海洋研究開発機構を中心として進められており、当社もその開発の一翼を担い各種装

置の構造体の検討・設計及び製造工程の準備を進めております。カナダVictoria大学より受注しております海底ネ

ットワークに接続されるウインチ式自動昇降システム（VPS）は、各部の基本設計・検討を終了し、客先による基

本設計審査を受け承認されました。その他、既存製品であります自動昇降装置や切離装置をリニューアルし、小

型・軽量・低価格化を目標に開発を進めております。また、来年度以降の大陸棚調査用海底地震計(OBS)の次期用

途を見越し、切離装置の改良・改造の検討も進めてまいります。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費総額は239百万円（売上高比5.8％）であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 17,600,000 

計 17,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 4,800,000 4,800,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,800,000 4,800,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 4,800,000 － 1,478,000 － 1,131,520 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数58千株は、信託業務に係るものであります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本油脂株式会社 東京都渋谷区恵比寿4-20-3 3,200 66.67 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 112 2.33 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7-18-24 100 2.08 

白石 賢美 埼玉県北葛飾郡鷲宮町 74 1.54 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 60 1.25 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町2-11-3 58 1.21 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 45 0.94 

日油技研工業従業員持株会 埼玉県川越市的場新町21-2 41 0.87 

株式会社三池管財 東京都新宿区若葉1-8-7 41 0.85 

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-10-8 40 0.83 

計 － 3,771 78.58 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,000  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,797,000 4,797 － 

単元未満株式 普通株式     2,000 － － 

発行済株式総数 4,800,000 － － 

総株主の議決権 － 4,797 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

日油技研工業株式会社 
 埼玉県川越市的場 

 新町21番2号 
1,000 － 1,000 0.02 

計 －  1,000 － 1,000 0.02 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,238 1,220 1,180 1,200 1,171 1,171 

最低（円） 1,172 1,160 1,160 1,160 1,091 1,152 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表並び

に金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     366,830     422,703     529,609  

２．受取手形及び売掛
金 

※２   3,196,934     3,381,656     2,461,380  

３．たな卸資産     1,369,615     1,414,780     1,945,004  

４．短期貸付金     3,210,200     3,505,900     3,609,400  

５．その他     410,961     374,384     268,440  

貸倒引当金     △12,941     △12,865     △10,731  

流動資産合計     8,541,600 85.7   9,086,559 87.3   8,803,103 86.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物   616,558     578,433     600,785    

(2）機械装置及び運
搬具   248,047     216,780     238,705    

(3）土地   63,280     76,012     63,280    

(4）建設仮勘定   2,779     6,797     1,826    

(5）その他   177,870 1,108,536   174,472 1,052,496   189,289 1,093,887  

２．無形固定資産     18,070     13,958     16,459  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   148,027     133,817     138,762    

(2）その他   166,128     136,198     157,181    

貸倒引当金   △15,246 298,909   △10,300 259,716   △12,400 283,544  

固定資産合計     1,425,515 14.3   1,326,170 12.7   1,393,891 13.7 

資産合計     9,967,116 100.0   10,412,730 100.0   10,196,994 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     268,828     347,775     440,607  

２．未払法人税等     209,817     236,642     111,107  

３．賞与引当金     256,016     251,609     251,150  

４．その他     281,793     271,212     299,612  

流動負債合計     1,016,455 10.2   1,107,240 10.6   1,102,478 10.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金     98,511     58,297     92,898  

２．役員退職慰労引当
金     43,556     57,916     51,487  

３．その他     27,390     30,740     30,740  

固定負債合計     169,458 1.7   146,953 1.4   175,126 1.7 

負債合計     1,185,913 11.9   1,254,193 12.0   1,277,604 12.5 

                     

（純資産の部）                    

 Ⅰ 株主資本                    

 １ 資本金     1,478,000 14.8   1,478,000 14.1   1,478,000 14.5 

 ２ 資本剰余金     1,131,520 11.3   1,131,520 10.9   1,131,520 11.1 

  ３  利益剰余金     6,165,827 61.9   6,544,435 62.9   6,302,290 61.8 

  ４ 自己株式     △1,437 △0.0   △1,437 △0.0   △1,437 △0.0 

株主資本合計     8,773,909 88.0   9,152,518 87.9   8,910,373 87.4 

 Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １ その他有価証 
 券評価差額金     7,292 0.1   6,018 0.1   9,017 0.1 

  評価・換算差額等合
計     7,292 0.1   6,018 0.1   9,017 0.1 

純資産合計     8,781,202 88.1   9,158,536 88.0   8,910,390 87.5 

負債、純資産合計     9,967,116 100.0   10,412,730 100.0   10,196,994 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,705,936 100.0   4,155,969 100.0   7,057,686 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,492,209 67.2   2,881,261 69.3   4,834,164 68.5 

売上総利益     1,213,726 32.8   1,274,708 30.7   2,223,521 31.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   700,916 19.0   718,087 17.3   1,401,171 19.8 

営業利益     512,809 13.8   556,621 13.4   822,349 11.7 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   5,907     10,562     14,500    

２．受取配当金   2,482     3,169     2,625    

３．業務委託手数料   543     546     1,090    

４．為替差益   519     －     70    

５．雑収入   2,466 11,919 0.3 2,449 16,727 0.4 4,907 23,194 0.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１．たな卸資産除却損   3,757     601     10,737    

２．為替差損    －     140     －    

３．雑損失   439 4,197 0.1 512 1,254 0.0 504 11,242 0.2 

経常利益     520,532 14.0   572,094 13.8   834,302 11.8 

Ⅵ 特別利益                    

１．貸倒引当金戻入益   332     218     4,679    

２．償却債権取立益   －     －     3,387    

３. 投資有価証券売却益   －     －     405    

４．保険差益   9,751 10,084 0.3 － 218 0.0 9,751 18,224 0.3 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産圧縮損 ※３ 3,027     －     3,027    

２．固定資産除却損 ※２ 999     2,611     4,004    

３．その他   － 4,027 0.1 － 2,611 0.1 2,240 9,272 0.1

税金等調整前中間 
（当期）純利益     526,588 14.2   569,702 13.7   843,255 12.0 

法人税、住民税及び事
業税   199,851     227,368     294,637    

法人税等調整額   17,133 216,984 5.8 4,210 231,578 5.6 54,560 349,198 5.0 

中間（当期）純利益     309,604 8.4   338,123 8.1   494,056 7.0 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,032,901 △833 8,641,588 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △167,978   △167,978 

役員賞与（注）     △8,700   △8,700 

中間純利益     309,604   309,604 

自己株式の取得       △604 △604 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － 132,925 △604 132,321 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,165,827 △1,437 8,773,909 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
7,006 7,006 8,648,594 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △167,978 

役員賞与（注）     △8,700 

中間純利益     309,604 

自己株式の取得     △604 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

286 286 286 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
286 286 132,608 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
7,292 7,292 8,781,202 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,302,290 △1,437 8,910,373 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △95,978   △95,978 

中間純利益     338,123   338,123 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － 242,144 － 242,144 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,544,435 △1,437 9,152,518 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
9,017 9,017 8,919,390 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △95,978 

中間純利益     338,123 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

△2,998 △2,998 △2,998 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△2,998 △2,998 239,146 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
6,018 6,018 9,158,536 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,032,901 △833 8,641,588 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △167,978   △167,978 

剰余金の配当(中間配当）     △47,989   △47,989 

役員賞与（注）     △8,700   △8,700 

当期純利益     494,056   494,056 

自己株式の取得       △604 604 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

  

          

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － 269,388 △604 268,784 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 6,302,290 △1,437 8,910,373 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
7,006 7,006 8,648,594 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △167,978 

剰余金の配当(中間配当）     △47,989 

役員賞与（注）     △8,700 

当期純利益     494,056 

自己株式の取得     △604 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

  

2,011 2,011 2,011 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
2,011 2,011 270,795 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
9,017 9,017 8,919,390 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー        

税金等調整前中間（当期）純利
益   526,588 569,702 843,255 

減価償却費   80,177 85,249 168,742 

賞与引当金の増減額（△減少
額）   △6,713 459 △11,579 

退職給付引当金の増減額（△減
少額）   △12,009 △34,601 △17,622 

役員退職慰労引当金の増減額
（△減少額）   △40,548 6,428 △32,617 

貸倒引当金の増減額（△減少
額）   △332 34 △4,643 

受取利息及び受取配当金   △8,389 △13,731 △17,126 

為替差損益（△差益）   △22 140 △32 

固定資産除却損   999 2,611 4,004 

固定資産圧縮損   3,027 － 3,027 

保険差益   △9,751 － △9,751 

投資有価証券売却益    － － △405 

売上債権の増減額（△増加額）   △556,261 △920,275 179,292 

たな卸資産の増減額（△増加
額）   317,126 530,224 △258,262 

その他資産の増減額（△増加
額）   △233,376 △87,301 △121,760 

仕入債務の増減額（△減少額）   △130,016 △66,917 41,402 

その他負債の増減額（△減少
額）   2,830 △25,589 2,618 

未払消費税等の増減額（△減少
額）   39,666 34,293 19,201 

役員賞与の支払額   △8,700 － △8,700 

小計   △35,704 80,726 779,043 

利息及び配当金の受取額   7,813 11,922 14,070 

法人税等の支払額   △215,242 △102,904 △408,002 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー   △243,133 △10,256 385,111 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

有形・無形固定資産の取得によ
る支出   △39,215 △105,563 △73,105 

投資有価証券の売却による収入   － － 12,625 

投資有価証券の取得による支出   △73 △89 △133 

貸付による支出   △1,300,000 △1,100,000 △2,801,800 

貸付金の回収による収入   1,205,100 1,205,700 2,310,700 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー   △134,189 47 △551,713 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

自己株式取得による支出   △604 － △604 

配当金の支払額   △167,510 △96,556 △215,463 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー   △168,115 △96,556 △216,067 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額   22 △140 32 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（△減少額）   △545,415 △106,905 △382,637 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   912,246 529,609 912,246 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 366,830 422,703 529,609 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

  (2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（㈱サーモ）は、小

規模であり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（㈱サーモ）は、小

規模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであり

ます。 

２．持分法の適用に関する

事項 

子会社（㈱サーモ）、関連会社（㈱

テルモ及び㈱サイエンステクノロジ

ートレーディング）は、それぞれ中

間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

同左 子会社（㈱サーモ）、関連会社（㈱

テルモ及び㈱サイエンステクノロジ

ートレーディング）は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社の中間期の末日は、中間

連結決算日と一致しております。 

同左 連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

     

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格等 

  に基づく時価法（評価差額は 

  全部純資産直入法により処理 

  し、売却原価は移動平均法に 

  より算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

    時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯蔵

品 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯蔵

品 

総平均法による原価法 

(会計方針の変更） 

 たな卸資産は従来、主として

移動平均法による原価法を採用

しておりましたが、当中間連結

会計期間より総平均法による原

価法を採用しております。この

変更は、全社的な情報システム

である基幹系業務統合システム

（ＥＲＰ）の導入を機に、業務

プロセスの標準化を図るととも

に、月次における操業度や製造

費用等の一時的な変動による在

庫評価への影響を排除し、より

適正な期間損益を算定すること

を目的として行ったものです。 

 なお、これによる当中間連結

会計期間の営業利益、経常利

益、税金等調整前中間純利益へ

の影響は軽微であります。  

② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯蔵

品 

移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 

７～50年 

   

  機械装置及び運搬具 

４～17年 

   

    （会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

 これにより当中間連結会計期

間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ882千円減少しておりま

す。  

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

  当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ5,342千円減少し

ております。 

  なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 

  ② 無形固定資産 

定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）

による定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

定額法 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

(4）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸

表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関 

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、8,781,202千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号 

 平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は8,919,390千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた営業

外収益の「有価証券利息」は、当中間連結会計期間

より中間連結財務諸表規則に従い「受取利息」に含

めて表示しております。なお、当中間連結会計期間

の「有価証券利息」は1,830千円であります。  

 ───── 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた営業

活動によるキャッシュ・フローの「有価証券利息」

は、当中間連結会計期間より「受取利息」に含めて

表示しております。なお、当中間連結会計期間の

「有価証券利息」は1,830千円であります。   

─────  

  

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       2,841,079千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,935,491千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,891,433千円 

※２．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

受取手形 59,681千円 

  

※２．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

受取手形  48,985千円 

  

※２．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度残高に含まれて

おります。 

受取手形 40,477千円 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給料手当 224,752千円

賞与引当金繰入額    86,238 

退職給付費用   10,517 

役員退職慰労引当金

繰入額 
    3,151 

給料手当 219,981千円

賞与引当金繰入額 89,643 

退職給付費用 4 

役員退職慰労引当金

繰入額 
6,428 

給料手当 455,795千円

賞与引当金繰入額 84,241 

退職給付費用 20,924 

役員退職慰労引当金

繰入額 
10,382 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

工具器具備品 999千円

計         999 

建物及び構築物 10千円

機械装置及び運搬具 507 

その他 2,093 

計 2,611 

建物及び構築物       773千円

機械装置及び運搬具 363 

その他 2,867 

計 4,004 

※３  固定資産圧縮損の内訳は、次のとおり

であります。        

※３           ───── ※３  固定資産圧縮損の内訳は、次のとおり

であります。        

建物及び構築物 3,027千円

計 3,027 

  建物及び構築物 3,027千円

計 3,027 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 4,800 － － 4,800 

合計 4,800 － － 4,800 

自己株式        

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

 定時株主総会 
普通株式 167,978 35 平成18年３月31日 平成18年6月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 

 取締役会 
普通株式 47,989  利益剰余金 10 平成18年9月30日 平成18年12月8日



 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 4,800 － － 4,800 

合計 4,800 － － 4,800 

自己株式        

普通株式 1 － － 1 

合計 1 － － 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

 定時株主総会 
普通株式 95,978 20 平成19年３月31日 平成19年6月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 

 取締役会 
普通株式 47,989  利益剰余金 10 平成19年9月30日 平成19年12月7日



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 4,800 － － 4,800 

合計 4,800 － － 4,800 

自己株式        

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

 定時株主総会 
 普通株式 167,978 35 平成18年３月31日 平成18年6月27日 

 平成18年11月９日 

 取締役会 
 普通株式 47,989 10 平成18年9月30日  平成18年12月8日  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

 定時株主総会 
普通株式 95,978  利益剰余金 20 平成19年3月31日 平成19年6月27日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

  前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

      当社グループにおけるリース取引は、当社グループの事業内容に照らして重要性が乏しいため、注記を省略 

        しております。 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 366,830千円

現金及び現金同等物 366,830千円

現金及び預金勘定 422,703千円

現金及び現金同等物 422,703千円

現金及び預金勘定     529,609千円

現金及び現金同等物    529,609千円

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 7,985 11,467 3,482 

その他 50,496 59,259 8,762 

合計 58,482 70,726 12,244 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,500 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 8,134 10,608 2,474 

その他 50,496 58,128 7,631 

合計 58,631 68,736 10,105 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,500 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

  前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

          該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 8,045 13,537 5,492 

その他 50,496 60,144 9,647 

合計 58,542 73,681 15,139 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,500 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業
（千円） 

機器類事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社（千
円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 2,893,835 451,085 361,015 3,705,936 － 3,705,936 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － － 

 計 2,893,835 451,085 361,015 3,705,936 － 3,705,936 

営業費用 2,463,294 456,387 273,444 3,193,126 － 3,193,126 

営業利益又は営業損失（△） 430,540 △5,302 87,570 512,809 － 512,809 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間におい

て、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。この変更に伴い、従来の償却方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の

営業費用は、化学品事業が471千円、火工品事業は140千円、機器累事業は271千円増加し、営業利益は同額

減少しております。 

 ５．追加情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間におい

て、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の

償却方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、化学品事業が4,017千円、火工品事

業は1,029千円、機器累事業は295千円増加し、営業利益は同額減少しております。 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業
（千円） 

機器類事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社（千
円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 3,305,423 574,029 276,517 4,155,969 － 4,155,969 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － － 

 計 3,305,423 574,029 276,517 4,155,969 － 4,155,969 

営業費用 2,752,372 559,782 287,193 3,599,348 － 3,599,348 

営業利益又は営業損失（△） 553,050 14,246 △10,675 556,621 － 556,621 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業
（千円） 

機器類事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社（千
円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 5,362,337 720,726 974,622 7,057,686 － 7,057,686 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － － 

 計 5,362,337 720,726 974,622 7,057,686 － 7,057,686 

営業費用 4,594,310 709,845 931,180 6,235,336 － 6,235,336 

営業利益又は営業損失（△） 768,026 10,880 43,442 822,349 － 822,349 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 

1,829.82 

１株当たり純資産額（円） 

1,908.45 

１株当たり純資産額（円） 

1,858.61 

１株当たり中間純利益金額（円） 

64.51 

１株当たり中間純利益金額（円） 

70.46 

１株当たり当期純利益金額（円） 

102.95 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 309,604 338,123 494,056 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
309,604 338,123 494,056 

期中平均株式数（株） 4,799,009 4,798,946 4,798,980 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   319,035     356,024     498,450    

２．受取手形 ※３ 670,250     733,900     723,193    

３．売掛金   2,632,340     2,779,073     1,839,366    

４．たな卸資産   1,184,979     1,177,760     1,757,859    

５．短期貸付金   3,250,200     3,555,200     3,608,200    

６．その他   365,052     328,013     231,218    

貸倒引当金   △10,914     △10,621     △8,346    

流動資産合計     8,410,943 85.3   8,919,351 86.8   8,649,941 85.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   532,722     501,707     520,700    

(2）機械及び装置   243,455     213,752     235,055    

(3）土地   63,280     76,012     63,280    

(4）建設仮勘定   2,779     6,797     1,826    

(5）その他   264,627     251,091     270,014    

計   1,106,864     1,049,361     1,090,877    

２．無形固定資産   14,091     11,562     13,545    

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   188,027     173,817     178,762    

(2）保証金   14,357     73,281     79,390    

(3）その他   138,287     54,399     65,067    

貸倒引当金   △14,502     △10,300     △12,400    

計   326,169     291,197     310,821    

固定資産合計     1,447,125 14.7   1,352,122 13.2   1,415,244 14.1 

資産合計     9,858,068 100.0   10,271,474 100.0   10,065,185 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   226,250     318,495     389,808    

２．未払金   94,843     73,013     149,133    

３．未払法人税等   202,897     219,406     108,389    

４．賞与引当金   243,016     232,992     236,110    

５．その他 ※２ 167,735     186,965     135,804    

流動負債合計     934,742 9.5   1,030,873 10.0   1,019,245 10.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   85,159     41,844     77,986    

２．役員退職慰労引当
金   42,705     54,841     49,533    

３．その他   27,390     34,826     30,740    

固定負債合計     155,255 1.6   131,512 1.3   158,259 1.6 

負債合計     1,089,997 11.1   1,162,386 11.3   1,177,505 11.7 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １ 資本金     1,478,000 14.9   1,478,000 14.4   1,478,000 14.7 

  ２ 資本剰余金                    

    (1)資本準備金   1,131,520     1,131,520     1,131,520    

    資本剰余金合計     1,131,520 11.5   1,131,520 11.0   1,131,520 11.2 

  ３  利益剰余金                    

    (1)利益準備金   80,380     80,380     80,380    

    (2)その他利益剰余
金                     

     別途積立金   4,600,000     4,900,000     4,600,000    

     繰越利益剰余金   1,472,315     1,514,607     1,590,200    

    利益剰余金合計     6,152,695 62.4   6,494,987 63.2   6,270,580 62.3 

  ４  自己株式     △1,437 △0.0   △1,437 △0.0   △1,437 △0.0 

    株主資本合計     8,760,778 88.8   9,103,069 88.6   8,878,663 88.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １ その他有価証券評
価差額金   7,292     6,018     9,017    

    評価・換算差額等合
計     7,292 0.1   6,018 0.1   9,017 0.1 

    純資産合計     8,768,071 88.9   9,109,088 88.7   8,887,680 88.3 

    負債純資産合計     9,858,068 100.0   10,271,474 100.0   10,065,185 100.0 



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,485,511 100.0   3,861,467 100.0   6,550,292 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,411,664 69.2   2,761,195 71.5   4,629,409 70.7 

売上総利益     1,073,847 30.8   1,100,271 28.5   1,920,883 29.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     578,991 16.6   578,184 15.0   1,151,137 17.5 

営業利益     494,856 14.2   522,087 13.5   769,745 11.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   15,354 0.4   18,462 0.5   28,944 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,811 0.1   835 0.0   11,242 0.2 

経常利益     506,398 14.5   539,714 14.0   787,447 12.0 

Ⅵ 特別利益  ※３   10,125 0.3   － －   18,589 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４   4,027 0.1   2,611 0.1   9,176 0.1 

税引前中間（当
期）純利益     512,496 14.7   537,103 13.9   796,859 12.2 

法人税、住民税及
び事業税   192,931     210,132     277,477    

法人税等調整額   19,330 212,262 6.1 6,585 216,717 5.6 53,273 330,750 5.1 

中間（当期）純利
益     300,234 8.6   320,385 8.3   466,109 7.1 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,300,000 1,648,759 6,029,139 △833 8,637,826 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て(注）         300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当(注）           △167,978 △167,978   △167,978 

役員賞与(注）           △8,700 △8,700   △8,700 

中間純利益           300,234 320,385   300,234 

自己株式の取得               △604 △604 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 300,000 △176,444 123,555 △604 122,951 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,600,000 1,472,315 6,152,695 △1,437 8,760,778 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
7,006 7,006 8,644,832 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て(注）     － 

剰余金の配当(注）     △167,978 

役員賞与(注）     △8,700 

中間純利益     300,234 

自己株式の取得     △604 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

  

286 286 286 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
286 286 123,238 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
7,292 7,292 8,768,071 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,600,000 1,590,200 6,270,580 △1,437 8,878,663 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て         300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当           △95,978 △95,978   △95,978 

中間純利益           320,385 320,385   320,385 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 300,000 △75,593 224,406 － 224,406 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,900,000 1,514,607 6,494,987 △1,437 9,103,069 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
9,017 9,017 8,887,680 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て     － 

剰余金の配当     △95,978 

中間純利益     320,385 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

  

△2,998 △2,998 △2,998 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△2,998 △2,998 221,407 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
6,018 6,018 9,109,088 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,300,000 1,648,759 6,029,139 △833 8,637,826 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立て(注）         300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当(注）           △167,978 △167,978   △167,978 

剰余金の配当(中間配当)           △47,989 △47,989   △47,989 

役員賞与(注）           △8,700 △8,700   △8,700 

当期純利益           466,109 464,106   464,106 

自己株式の取得               △604 △604 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 300,000 △58,558 241,441 △604 240,837 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,478,000 1,131,520 1,131,520 80,380 4,600,000 1,590,200 6,270,580 △1,437 8,878,663 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
7,006 7,006 8,644,832 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立て(注）     － 

剰余金の配当(注）     △167,978 

剰余金の配当(中間配当)      △47,989 

役員賞与(注）     △8,700 

当期純利益     466,109 

自己株式の取得     △604 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 

  

2,011 2,011 286 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
2,011 2,011 242,848 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
9,017 9,017 8,887,680 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

         中間決算日の市場価格等 

         に基づく時価法（評価差 

         額は全部純資産直入法に 

         より処理し、売却原価は 

         移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

  (2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

総平均法による原価法 

(会計方針の変更） 

 たな卸資産は従来、移動平

均法による原価法を採用して

おりましたが、当中間会計期

間より主として総平均法によ

る原価法を採用しておりま

す。この変更は、全社的な情

報システムである基幹系業務

統合システム（ＥＲＰ）の導

入を機に、業務プロセスの標

準化を図るとともに、月次に

おける操業度や製造費用等の

一時的な変動による在庫評価

への影響を排除し、より適正

な期間損益を算定することを

目的として行ったものです。

 なお、これによる当中間会

計期間の営業利益、経常利

益、税引前中間純利益への影

響は軽微であります。 

(2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物      ７～50年 

機械及び装置  ４～17年 

  建物      ７～50年 

機械及び装置  ４～17年 

工具器具備品  ２～15年 

    (会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に

伴い、当中間会計期間より、

平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しており

ます。 

 これにより当中間会計期間

の営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益は、それぞれ

875千円減少しております。 

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     （追加情報）  

 当社は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

は、それぞれ5,335千円減少

しております。 

  

 

  (2）無形固定資産 

定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当事業

年度の負担額を計上しており

ます。 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しており

ます。 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は8,768,071千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  

─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は8,887,680千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

2,834,756千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

2,929,602千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  2,886,087千円 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取扱い  

同左 

※２．   ─────  

※３．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期間末残高に

含まれております。 

受取手形 39,764千円  

※３．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期間末残高に

含まれております。 

受取手形 29,996千円  

※３．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、

当事業年度の末日は金融機関の

休日であったため、次の事業年

度末日満期手形が事業年度残高

に含まれております。 

受取手形 23,708千円 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 4,502千円 受取利息 9,060千円

技術指導料  2,700  

受取利息    11,379千円

技術指導料   5,400 

雑収入 4,673 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産除却損  3,371千円

雑損失 439 

たな卸資産除却損 601千円 たな卸資産除却損 10,737千円

雑損失 504  

※３．特別利益のうち主要なもの 

保険差益 9,751千円

※３．特別利益のうち主要なもの 

───── 

※３．特別利益のうち主要なもの 

保険差益 9,751千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 999千円

固定資産圧縮損 3,027 

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 2,611千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 3,908千円

固定資産圧縮損 3,027 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 74,628千円

無形固定資産 3,240 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 82,205千円

無形固定資産 1,982 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 158,907千円

無形固定資産   6,545 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平

成19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

      該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平

成19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 1 － － 1 

合計 1 － － 1 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

        該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 

1,827.08 

１株当たり純資産額（円） 

1,898.14 

１株当たり純資産額（円） 

1,852.01 

１株当たり中間純利益金額（円） 

62.56 

１株当たり中間純利益金額（円） 

66.76 

１株当たり当期純利益金額（円） 

97.13 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 300,234 320,385 466,109 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
300,234 320,385 466,109 

期中平均株式数（株） 4,799,009 4,798,946 4,798,980 



(2）【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・47,989千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・10円00銭  

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成19年12月７日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第27期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１５日 

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社  

  取 締 役 会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙島 誉章  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成澤 和己  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千頭  力  印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油

技研工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１４日 

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社  

  取 締 役 会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙島 誉章  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成澤 和己  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千頭  力  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日油技研工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年4月1

日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１５日 

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社  

  取 締 役 会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙島 誉章  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成澤 和己  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千頭  力  印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油

技研工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日油技研工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１４日 

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社  

  取 締 役 会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙島 誉章  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成澤 和己  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 千頭  力  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日油技研工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成19年4月1日

から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日油技研工業株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月1日

から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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